





































資 料 紹 介
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として名を連ねていることとなる。なお、当時の公文書は漢字・片仮名交じりが一般的であるが、読み易さが考慮
されたためか、漢字・平仮名交じりで記されている（４）。
資料１－１　長岡商業会議所の設立までの経緯
（前略）
第二　長岡商業会議所の設立
　明治三十九年長岡市制の布かるゝに先だつ一年、明治三十八年長岡商業会議所の設立を認可せられた。この時分
の長岡の状況、特に商工業界の情勢は新進気鋭、異常なる急速度の進歩を示し、多望の前途を想望せしむるの機運
に到達したのである。これは勿論石油事業の勃興に負ふことが最も多く、また北越鉄道開通して交通運輸の便利が
頓に加はつたにも由るとは言ふまでもない。併しこの機運たる決して偶然に来つたのではない。約して言へば、長
岡人士の元気と励精の力とに依つて能く時世の推移に乗じて進み克ち得たる機運なのである。省みれば旧藩時代よ
り歴代の英君良弼が鍛冶育成せられたる精神が世を経時を重ねて士庶の質実の風尚となり健剛の元気となつて、維
新後に於ける惨憺たる境界に沈みながらも、復活の曙光を前途に認めて、士人奮励し先覚者指導を誤らず、相俟つ
て力を商工業に凝集して其繁栄を図つた。この結果は何時かは現はれなくてはならぬ。そこへ石油が愈々有望とな
り、東山油田の開発は着々と進み、日本石油会社は其組織発祥地を当地に卜した。この他石油業の小会社小組合が
続々生れ出でやがて宝田石油も呱々の声を挙げ日清戦争頃よりは一段の気勢を高め、北越鉄道会社の組織となり長
岡銀行の創立となり又長岡鉱業会の前身たる古志郡石油鉱業会も組織せられた。最早や疇昔の長岡ではない。これ
より後の発展には愈々人の和衷を進み､資本の合同を以て利益の増大を図ると共に地方一体の商工業者の意見を代表
せしむべき機関の必要を、一般人士が現実に感ずるやうになつた、これは当然の趨勢である故、先覚の人に初め､有
志者は諸種の集会を催ほして、今後の繁栄策、共通の利害問題等に就て熱心に講究した。明治三十五年長岡町、長
岡本町、千手町、草生津町、新町及王内村を合併して、茲に新たなる長岡町の建設せられたるに及びては、長岡町
は県下交通上の中心地であると共に商工業の主力都市を以て任ずる至つた、斯くて長岡商業会議所設立の希望は縷
次有志の議に上りて講究せられ、愈其議も熟したので株式会社六十九銀行頭取岸宇吉外四十名の連署を以て、明治
三十六年一月十日附で長岡商業会議所発起認可申請書を農商務大臣に提出することとなつた。（以下略）
資料１－２　長岡商業会議所発起認可申請書
長岡商業会議所発起認可申請書
　我長岡は県下商業の中心にして戸数六千四百四十余戸人口殆んど三万人を有する一大市街地たり所得納税人は第
三種七百四十二人此額は千四百参拾六円第二種は一社にして此税額弐千八百九拾二円第一種は二十一社にして此税
額壱万六千五百拾五円なり又営業税納人は八百十六人にして此税額弐万参千参百拾壱円を単に物品販売業を以てす
るも其売上金額は参百五拾八万円なり其他の業体より送り得る所と散する所も合算せば長岡に於て集散する所の金
額は無慮数千万円にするは明かなる所なり輓近石油事業の発展と鉄道の連絡とは日に月に長岡を促して繁盛の域に
到らしめ将来益々発達進歩すべきや疑を容れざるなり然るに我長岡に商業者の意見を眞誠に代表し小は地方商工業
の為め伸張発展を企つるの機関なきは一大欠点と云はざるべからず我輩深く之を遺憾とし茲に長岡商業会議所を設
立し商業会議所法制定の主旨に基き或は商工業の発達を図るに必要なる方案を調査し或は商工業の利害に意見を表
示し或は商工業に関する紛議の仲裁に任ずる等大に商工業者の実利実益を増進する所あらんとす之れ我々実業者の
最も急務とする所にして商業会議所の設立を希望する所以之に外ならざるなり依て別紙必要なる条項を具して発起
認可申請致候間至急御認可被成下度此段奉願上候敬具
　
　明治三十六年一月十日
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株式会社六十九銀行頭取　岸宇吉
株式会社長岡銀行専務取締役　渋谷善作
酒造営業　山崎又七
染物営業　須藤善造
砂糖卸営業　神山敬太郎
西洋雑貨商　山口万吉
書籍営業　覚張治平
米穀商　川上佐太郎
石油商　鷲尾庄八
薬舗　太刀川善蔵
荒物卸商　志賀定七
書籍商　松田周平
石油商　鈴木末蔵
組糸物商　羽賀虎三郎
株式会社長岡米穀株式取引所理事　川上佐太郎
紙商　田村文四郎
太物商　安藤豊太郎
海産物商　山岸直二郎
牛乳搾乳業　近藤九満治
醤油醸造業　長部松三郎
薬種商　吉村駒蔵
西洋物商　横山栄七
和洋小間物商　石井新八
菓子製造業　岸庄七
陶器商　布川宇八
質営業　太刀川藤十郎
太物商　山崎兵吉
洋反物商　星野伊三郎
醤油醸造業　平石良次
呉服商　池田忠蔵
穀物商　駒形宇太七
醤油醸造業　若杉権一
株式会社中越貯金銀行専務取締役　小沢幸次郎
醤油醸造業　新保岩吉
鉱業　山田又七
鉱業　星野右八郎
鉱業　殖栗順平
鉱業　岸宇吉
長岡鉱業株式会社取締役　岸吉松
宝田石油株式会社々長　山田又七
宝田石油株式会社専務取締役　渡辺藤吉
農商務大臣　平田東助　殿
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Ⅱ．明治38年から大正13年にかけての長岡商業会議所の事業活動状況に関する資料
＜解説＞
　『長岡商業会議所設立二十周年記念誌』では、14－38ページとその大半のページを割き、「沿革概要」と題して
明治38（1905）年から大正13（1924）年にかけての各年の事業活動をまとめている。政府・新潟県などからの諮問
への回答や政府・県・長岡市などへの建議・陳情・申請等の提出、各地視察の報告、各種イベントの開催、県内
および北陸地方の商業会議所との連携など多種多様にわたる。特に、上越線の建設や電信・電話網の整備、県立工
業試験場の設置などのインフラの整備をはじめ、物産振興会の創設や品評会の開催など、地域産品の多様化や販路
の拡大に力点がおかれた。大正10年の宝田石油と日本石油との合併における地域への影響についての記述は興味深
い。なお、大正３（1914）年は、重要事項が比較的少ないため、紙幅の都合もあり割愛する。
資料２　明治38年から大正13年の各年における事業活動状況
明治三十八年
　八月十三日総会に於て、劈頭第一の議件は「時間励行恪守」であつた。電話架設の建議、県外輸出米検査所設置
の建議を当局に提出し、商業補習学校に希望を申入れ、商工徒弟学校設立を決定し､長岡市商業沿革史料を蒐集する
こととした。全国商業会議所連合会に加入出席し、又東北北海道商業会議所連合会が新たに東京に於て組織され之
にも加入した。七月中旬商工局長森田茂氏、男爵渋沢栄一氏相前後して来岡せられたので、講演会を開いた。
明治三十九年
　北陸商業会議所連合会加入、新潟県商業会議所連合会の創立、兵営設置の建議、附属商品陳列所の設置、長岡町
に市制施行を促すこと電話架設の協議と富直鉄道竣功期短縮の件、税法改正に関する件、対浦潮貿易機関に関する
件、生糸売買方法に関する建議、本所家屋新築に関する件、新潟東京間夜間列車運転開始に関する件、貨物運搬に
関する件、県立実業学校増設に関する件、県産物海外輸出運賃補助に関する件、浦潮視察員派遣に関する件、税法
調査に関する件、本県営業税、雑種税賦課方法及課目課額に関する件、産米検査規程制定の建議､貸切貨物運賃低減
に関する件、一ヶ月勘定実行に関する件、汽車博覧会開催に関する件、陳列所批評会開催の件、工業試験所設立の
建議、富直線速成運動に関する件、高等工業学校を長岡に設置要望の件、石油輸入関税に付意見開申、宝田、日本
石油株式会社株券を日本銀行抵当品保証品に採用の建議等の決議を為し実行した。
　六月十四十五両日県下商業会議所連合会を本所に於て開き新潟会議所は四名直江津会議所は四名、本所は六名
（外に本所有志会員三十名）出席して、連合会規程其他重要なる議件七件を議決した。八月八、九、十日三日間北
陸商業会議所連合会を本所に於て開き福井、金沢、富山、高岡、直江津、新潟会議所は十九名、本所は六名（外に
有志会員三十名）出席し、諸税法の改正其他議件を議決した。
　本所家屋新築竣成したるに依り事務所を移し､階下の約半部を附属長岡商品陳列所に充て、十一月新築祝賀会及陳
列所開所式を挙行した。
明治四十年
　議員半数改選を行ふ。
　市制施行せられたるに依り、定款中の「長岡町」は「長岡市」に改め「四郎丸村」を削り、又た選挙権者納税制
限額名簿作成期の変更した。この八月を以て北越鉄道は国有に編入せらるゝので、鉄道庁営業事務所を長岡に設置
せられたき旨の建議を為し、上越鉄道敷設を政府に要望する件につき決議し､諸税法の改廃に関する全国連合会の主
張に伴ひ執るべき態度方法等につき審議を重ねた。又た女子技芸講習所の創設を可決した。今の財団法人長岡実業
女学校の前身である。
明治四十一年
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　常議員一名補欠選挙を行ふ。
　石油消費税問題に就て審議し、当地方の金融界救済の趣意を大蔵大臣、日本銀行総裁に陳情し、政府の増税及新
税に反対せる商業会議所連合会決議の実行方法につき議を凝らし、商品証明に関する件及商家の発達を計らん為め
会議所より秘密勧告を為す件につき講究し、火災保険の件につき主務大臣に稟申し、東京、直江津間夜行列車を長
岡迄延長の儀を申請した。
明治四十二年
　議員半数改選を行ふ。
　県輸出米級別改正につき建議し又た三十九年本所の希望達し電話架設せられ其後加入希望者多き趨勢なるに鑑み
電話増設の建議を為た、国税営業税査定に際し税務署と納税者の間に立ち仲介の労を執り、新潟県出品協会の設立
に尽力した。
明治四十三年
　営業税法改正につきては政府の議会に提出したる税制整理案に対する全国連合会の決議の趣意に基づき我会議所
の修正意見左の如く定めた。
　　（一）販売業卸売は万分の十　　　　　（二）同上小売は万分の二十
　　（三）製造業資本は千分の三を限度とし（四）建物は直接使用に限らしめ
　　（五）各都市に営業調査会を設くること（六）第十九条但書の存置
　尚ほ政府案に反対の決議を為し決議を東京其他の新聞にも打電し貴衆両院にも請願した。市内関東町街路取拡げ
に関する件、名古屋共進会開催に際し視察団組織の件等を議し当地の慣習たる日常品の売買に鯨尺曲尺混用の弊に
関し当業者に謀る所があつた。
　尚ほ記すべきは上越鉄道敷設に関し全国連合会に提案し､連合会に於て其趣意を建議書中に掲げ政府に提出したこ
とである。
明治四十四年
　議員半数改選を行ふ。
　朝鮮視察団を計画したれども実行に至らず、本所代表者渋谷副会頭、佐藤常議員京城に於ける日韓合併記念の商
業会議所連合会に出席した。中央西線の運賃低減に付請願し、司法大臣より諮問の不動産競売法其他に就て意見を
答申し、不正競争法案に就ては時期尚早の意見を付し答申した、当地に塩専売所の設置の請願、長岡市治水に関す
る意見の発表、新潟県と名古屋及大阪との間長距離電話架設に関する建議等のことを決した。
大正元年
　明治天皇崩御につき七月三十日臨時総会を開き会頭に於て敬みて起草せる奉悼詞を可決し直に宮内大臣へ電送し
た。
　長岡駅改築拡張速成に関する請願、長岡郵便局新築速成に関する請願､鉄道運賃特約割引に関する請願、貨車貸切
に関する請願及桐樹の栽植奨励に関する建議等を提出せる中停車場改築は未決の問題として尚今日に及んで居る。
農商務大臣諮問の重要物産同業組合法改正案及農商務省商務、工務両局長諮問の本邦織物の幅員変更に関する件に
付ては慎重なる攻究を経て前者には諮問三案中の第二案を可とし後者には漸を追ふて改められたき旨詳細なる理由
を述べて答申した。此他月報の発行、市内商工組合の事務取扱並規程を決定し､八月末日市内取引勘定日の変更に関
し協議を遂げ、一般の希望を明かにした。本年より営業税査定に関し税務署への交渉は困難を感ぜしむる様になつ
た。十一月森新潟県知事は突然県会へ長岡工業学校を分離し別に一校を他に建つるの案を提出されたに付反対の意
見を公表して其案の理由なきことを明かにし尽力する所があつた。次に信越線列車に寝台車、食堂車を連結せられ
たきこと、同線に貨車の配給を増されんことの二件につき、新潟、直江津会議所の賛同を得連署を以て当局へ提出
した。九月本所階上で桐材履物の展覧会が開かれたのはこの後長岡で催された各種展覧会の先駆となり、一月長岡
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鉄道の敷設速成の希望を決議として表明した。
大正二年
　議員半数改選を行ふ。
　米国加州議会に於ける排日案の為め臨時商業会議所連合会が開かれた。出席したる渡辺会頭の報告に依り、総理
大臣、外務大臣及米国大使に同案成立せざるやう尽力あらんことを望む旨の電報を送つた。
　営業税問題については政府の税整案未だ議会に於て審査中なるを機とし、本会議所の決議たる姑息不合理の修正
よりは其廃止を可とする旨を連合会実行委員両院議長両院特別委員に電送した。
　司法大臣諮問の破産法の改正、鉄道院総裁諮問の鉄道貨物取扱上の標準衡位の両件につき夫々答申した。
　二月長岡郵便局新築速成の要望、三月長岡工業学校学科は従来通り存置を望む旨陳述書を提出した。
　八月の勘定日を三十日と定め、之を例とする旨を新聞に公告し其他周知の方法を取つた。
　八月三十一日より五日間長岡実業団体主催長岡製産品展覧会を表町校に開催するにつき援助した。
　五月京都商業会議所の視察団を迎へた。
　長岡実業女学校への補助及陳列所改善方法案につき審議を重ねた。
　十一月渡辺会頭海外石油事業視察の為出発された。
（中略）
大正四年
　議員半数改選。
　改正営業税法実施せらるゝにつき協議を遂ぐ。
　戦時戦後に処する我国の産業政策並に貿易発展策に資する目的を以て、農商務大臣は商業会議所会頭を招集して
会議を開かるゝにつき予め諮問案として示されたる事項に対し、本所は大要左の趣意を答申することとした。
　（一）我海外貿易ノ発展ヲ図ル為ニ為スベキ施設
　　　（イ）支那露国ヲ始メトシ海外市場適当ノ地ニ我貿易品ノ陳列所若シクハ委託販売所ヲ設置スルコト、其経
営組織ハ民営ヲ本態トス
　　　（ロ）我輸出貨物ノ運賃ヲ成ルベク低廉ナラシムルベキ方策ヲ立ツルコト
　（二）工業ノ発達ヲ図ル為メニ為スベキ施設
　　　（イ）中、小工業家ノ連絡ニ資スベキ適宜ノ組織ヲ立ツルコト
　　　（ロ）低利ノ資金融通
　（三）日支協約成立後ノ商工業者ノ為スベキ施設
　　　　商業会議所又ハ其他ニ於テ支那視察団組織ヲ斡旋シ多数ノ商工業者ヲシテ実情ヲ視察実査セシムルヲ以テ
肝要ト為ス、政府ハ其組織旅行視察ノ上ニ成ルベク便宜ヲ図ラルゝコト
　（四）商業会議所ノ機能ヲ一層大ナラシムル方法
　　　　商業会議所ガ真ニ商工業者ノ代表的自治団トシテ併セテ国家公務ノ一部ヲ担当スル機関タル実体ヲ具備セ
シムル為ニハ現制度ヨリ尚ホ多クノ機能ヲ認メ其行動ヲ容易ナラシムルコト
　新潟地方裁判所長岡支部復活に関する請願書を提出し、工場法に関する勅令省令に於て規定せらるべき事項の諮
問につき審議答申した。
　富山、新潟間長距離電話架設につき寄付金を取纏む。
　御即位の大典を挙げさせらるゝにつき十一月十一日奉賀の辞を宮内大臣に送電し執奏を願ふた。
大正五年
　定款第四条取引所税「弐千円以上」を「五百円以上」に改む。
　副会頭渋谷善作氏辞任、覚張治平氏当選、常議員補欠当選者星野伊三郎氏
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　本年に於ける主なる施設事項は、上越線信越河東線鉄道期成同盟会の組織及活動に力を致したること、副業品展
覧会を開催したること、北陸商業会議所連合会を開きたること等である。上越鉄道は当地方に於ける多年の問題で
あり本所にて創立の時より議に上つて居た懸案である。今や之が解決方法は一に懸つて地方一体の協力奮発にあ
りとして一般の注意を集中するの機運となつた。是より先大正三年渡辺六松、渡辺藤吉、川上佐太郎、山田又七、
中野信吾、今井慶作、木村松二郎氏等発起の下に新群鉄道の名を以て長岡、沼田間軽便鉄道敷設の計画と定められ
たること等の刺戟もあり、本所に於ては政府の力に依りて敷設実現を期せざるべからずとの意見を以て努力するこ
とに決した（三月二十九日役員会）。依りて長岡市長の尽力を請ひ運動方針等につき協議しつゝあつた矢先、五月
十八日十日町々長本田喜市氏塩沢町宮田氏等五名来岡、今は線路敷設地の争論等に日を消すべき時に非らず、長岡
市を始め魚沼三郡、古志郡協力して実現を期すべしといふことに一致したに依り、直ちに準備に着手し五月二十四
日各郡市代表者五十六名集合同盟会を成立せしめた。市長河島良温氏を会長に推し会頭渡辺藤吉氏は幹事長となり
郡市一名の幹事を選定した。これより後、大正七年国有鉄道法の議会に於て議決せらるゝに至るまでは、渡辺会頭
は活動の中心となり、会議に、寄付金に、会員勧誘に或は建議請願に、陳情運動等に尽力し特に六月線路踏査の目
的を以て長岡市長と相携ひ小林議員等同行し川口、十日町、六日町、湯沢を経て土樽越をなし沼田、高崎に出て還
り、到る処土地の有志と会語交綏し目的の達成を期し、魚沼三郡各地より同行者約四十名一隊となつて嶮岨を踏破
し人心の作興を図つたこと等永く記念せられる。
　副業製作品展覧会は五月四日より十日まで一週間本所階上に開催し一万三千人余の観覧者があつた。
　北陸商業会議所連合会は九月十四日より三日間本所に於て開会した。出席者七十三名、上越線信越河東線鉄道の
敷設、羽越線鉄道の速成に関する件を初め重要なる議件十四、商工局長長岡実氏臨席、商業会議所法改正実施後に
於ける当局の希望を陳べられた。連合会の開会中、長岡市の製産品の主なるものを階下に陳列して一般の観覧に供
した。
　二月渡辺会頭、田村、小川常議員等新潟市の倉庫業を視察して報告し、三月名古屋、大阪神戸方面の実状を視察
して有権者会を開いて報告した。此の行には長岡市長も同行せられた。
　工場法施行細則会計士制度両諮問につき当局へ夫々答申した。
大正六年
　二月定款改正案成り、審議を重ねて決定し出願認可を得た。即ち現行のものである。
　改正定款に依り議員改選を行ふ。
　長岡鉱業会議所より其家屋を譲受けたるに依り事務所は之に移る。
　陳列所は前年来特別委員に依りて審議を重ねられたが、恰かも事務所引移りとなりなれば茲に其改善案は決した
ので、積立金弐千参百円を支出し長岡市より壱千五百円の補助を得て模様換工事を施し規模を拡張することとなつ
た。工事費弐千円棚買入費約参千五百円不足分は次年度より支出することとし改造工事に着手し九月十三日より階
上だけ開館した。
　新潟県物産振興会の組織は本年の重要事項である。去大正五年九月本所に於て新潟直江津両会議所代表者と会議
したる主意に依り予て本県知事へ本県製産品の販路拡張を図り物産の発達改良と其統一を期する希望を建議したる
につき知事は深く賛意を表し力を添えられたので、三会議所屢次会合し県下各地に出張して賛同を求め渡辺会頭は
両会議所会頭と共に発起人となり九月組織を決定した。事業は差当り北海道博覧会場に新潟県特設館と小樽に本県
物産紹介所を設くることであつた。
　五月長岡開府記念三百年祝典挙行に際し新潟県郡市連合物産共進会開催の事に参画し又た諸種の協賛事業を行ふ
た。
　北海道に本県物産の販路拡張と物産振興会組織の要務を帯し会頭は書記長を随い北海道各地に出張、金沢に於け
る北陸信濃商業会議所連合会の決議に依り北陸各地と浦潮及満州北朝鮮地方との交通を便にし交互の取引を密接せ
しむべき方案調査の為書記長を東京、大阪に出張せしめた。
　此の他信越線貨車配給に関する意見外建議請願五件。
　長岡実業組合連合会、長岡実業協会、長岡実業女学校の経費を補助した。
142
大正七年
　長岡に米騒動の起つた歳である。
　主たる施設
　付属長岡商品陳列所設備整頓につき披露式挙行、並出品人協会組織
　公設市場設置方案の調査北海道施設団組織派遣
　政府管理外国米買入並其供給手配
　新潟県工業試験場設置建議
　新潟県物産振興会事業助勢
　朝鮮満州及支那視察団組織決議
　右の内県立工業試験場を長岡に設置せられたき旨を本県知事に建議したる件は尚ほ懸案として今に及んで居る。
振興会助勢は、本所議員は挙つて寄付金を支出し又は将来の支出を約諾し直に予定額に達した。
大正八年
　朝鮮、満州及支那各地の実状を視察し、特に本県と人事、商品、事業、交通等の上に於ける関聯調査の目的を以
て視察団を組織派遣した。一行十人。五月五日東京出発同二十九日神戸に帰着し、其視察事項は報告され、また有
権者の会を開いて一行視察談があつた。
　一行は左の通りであつた。
会頭　渡辺　藤吉
議員　長部　松三郎
議員　山口　健造
株式会社六十九銀行取締役　小畔　亀太郎
醤油醸造棉花業　平石　亀三郎
紙商　品田　新次
株式会社百三十九銀行取締役　石黒　大次郎
株式会社関原銀行取締役　近藤　勘治郎
県物産新潟陳列館長　長谷川　鋓之允
書記長　宮林　元
　視察地は釜山、京城、平壌、本溪湖、撫順、奉天、大連、北京、青島、済南、南京、上海等で支那では邦貨排斥
の火の手の揚り来つた時であつた。到る処公署、実業家の歓迎を受け、特に本県出身の人より多大の便宜を与へら
れた。商業会議所の事業としては此種施設の例は未だ無い事であつたといふ。
　付属陳列所の設備の整頓、各地名産品陳列会の開催、講和成立祝賀等の事あり十一月鉄道貨車払底を告げたるに
依り鉄道院総裁へ請願書を提出した、工業試験場設置速成の趣意を以て本県知事に請願し県会議員全員へ依頼書を
発し尽力を請ふた。
　長岡米穀株式取引所に、日本、宝田石油株上場の件につき農商務大臣へ意見を開申した。
　物価調節の方法調査、石油に関し海、陸軍省、鉄道院及同関係官署よりの諸種事項の照会があつた。
　長岡実業組合連合会は店員慰藉の目的を以て軍人分会、青年会と合同し運動会を開くにつき参画補助した。
　長岡実業協会は第三回県下実業団体連合会を開き「上越鉄道全通の時を期し相当規模の勧業博覧会を長岡市に開
催希望の建議」をした。該建議は良く本所の希望を表明したものであつた。
　本所建設基金、事務員退職手当金の積立制を設定した。
大正九年
　財界激変、株式崩落の歳である。
　市内取引勘定日を毎月末に改むる件につき各組合の意向を徴し左記の通り表明し一般周知の為め長岡市にも依頼
した。
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勘　定　日
　一、毎月末勘定に改むるを可とす
　一、実行開始期を明大正十年一月とす
　一、一般に実行せられむことを望む
　商業使用人の週休制度を本邦に設定する事に関する意見及例外を認むべしとせば例外の場合及範囲につき農商務
省商務局長の諮問に対しては世界の大勢に伴ひ設定の時速に来らんことを望むも（一）年齢十五歳以上の者五人以
上を傭使する商業に適用すること（二）国際会議に於て各国の本制度採用決定の時より本邦に於ては其実施までに
は二年の準備期間を存せしむることを適当と認むる意見を答申した。
　逓信大臣へ（一）東京直通電話架設（二）大阪長距離電話（三）米沢、山形、秋田方面電話の開通に関し意見書
提出。鉄道大臣へ貨物輸送の件、本県知事へ工業試験場の件請願。
　七月陳列所に於ては持寄品廉売会十一月北陸四県物産共進会開催に参画、又同期に長岡土産品即売会開催。
大正十年
　議員改選を行ふ。
　宝田石油会社、日本石油会社合併の歳である。
　宝田会社に於て合併を決議せらるゝに先だち、其実現の場合に於て長岡に及ぼすべき影響に就て調査した、之を
要約すれば左の如きものであつた。
　甲、経済上直接ニシテ計算シ得ベキモノ　（一）市税公納金十四万円（二）本店諸経費十二万円（三）公共事業
其他寄付二万円（四）社員家計費五万円計三十三万（以上年額）トナリ。
　乙、計算シ難キモノ（一）銀行預金其他（三、四十万円）（二）機械類費（五、六十万円）其他間接ナルモノ旅
館料理屋等（不明）アルノミナラズ（一）株式取引市場ノ打撃（二）株式放資ノ減退（三）石油企業ノ衰勢
（四）金融力ノ縮小緩滞（五）鉄工業等関係事業ノ衰微等。
　丙、社会的影響（一）市勢発展頓挫シ市ノ現在地位ヲ失ハシメ（二）市民ノ元気ニ関係ヲ及ボシ（三）一部上中
流市民退去シ智識階級ノ人ヲ減ジ専門家ヲ失フ等ノ損失。
　長岡停車場改築に付陳情書を提出し塩専売官署及同貯蔵所を設置の請願を為し、工業試験所設置に付本県知事に
会頭より親しく陳述、意見書を提出した。鉄道管理官署並同工場を長岡市に新設の儀について、建白書を内閣総理
大臣、鉄道大臣へ提出した、所謂鉄道局問題として公に論議されるに至つた濫觴である。
　九月発明品展覧会を開き、又特許発明に関する講演会を開いた。十一月日本産業協会産業巡廻展覧会を開催、海
外市場蒐集品説明の為農商務省石井事務官来所、又日本産業協会長内田嘉吉氏同理事道家斎氏等を講師として講演
会を開いた。
　地方特産品の助長方策、日用品の卸値と小売値との開きを可及的僅少ならしむる方策、商工業者の商業会議所利
用に関する件につき商務局長の諮問に答申し此他労銀、物価石油等につき国勢院其他官庁の照会に対し調査回答し
たるもの十六件、裁判所の依頼に依り鑑定人を推薦したるもの二件。
大正十一年
　鉄道省信濃川電気事務所を長岡に設置の儀につき鉄道大臣へ請願書を提出し渡辺会頭に於て親しく当局へ陳情し
た。長岡市内に鉄道小荷物托送所設置の儀に就て仙台鉄道局へ請願した。米穀取引所定期受渡米格付制度の改善に
つき新潟県内務部長より、工場法十三条に依る工場及附属建設物並に設備について農商務省工務局長より、欧州戦
争終息後各種事業整理状況について同商務局長より工場法中改正に関する件について社会局長より諮問あり夫々調
査答申した。
　九月新潟、直江津会議所と共同開催にて本所に於て新潟県実業団体大会を開き、営業税法全廃の決議を為し三会
議所及新発田、柏崎、高田実業団等選ばれて実行委員となり渡辺会頭は他の委員と共に上京、内閣総理大臣、大蔵
大臣に決議の趣意を陳述し、東京実業組合連合会代表者と打合を為し還りて県下各地営業者二千九百五名の調印
を取纏め請願書を作り之を携帯し新潟、直江津二会議所代表者と上京、本県選出衆議院議員の尽力を請ひ之を両院
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議に提出した。幸にしてこの議会に於て税法中課税標準中より家屋賃貸価格を削除し、商工業者の団体意見を尊重
するを主意とする条項を加へられたる如き重大なる改正を見たるも其機運醸成に多少の貢献があつたとも云はれや
う。
　「むだせぬ会」を組織して、浪費節約虚礼廃止を宣伝した。
　郵便貯金通帳及債券保管通帳の再度交付手続の改善に関する件其他一件を北陸信越商業会議所連合会に提出し、
可決の上当局へ建議せられた。
大正十二年
　関東大震災の歳である。
　震災地方救援事業に就ては会議所としては特別の行動を取らず、長岡市の計画に参し必需品の供給販売方につき
尽力するの方針を取り、新潟県物産振興会の事業に応じた。
　当所敷地として停車場通り改修道路と当所との間地一帯払下を重て申請した。元宝田会社一部無償交付の旨長岡
市長より指令せられた。
　社会局長官諮問の工場法施行令及同施行規則改正に関し諮問あり。工場経営者の意向を徴し、取調の上本所意見
を答申した。名古屋との間予約通話の儀につき仙台逓信局長へ申請した。この件後に差当り実現困難と思はるゝ旨
通牒された。
　寺泊港と佐渡郡との航路及物資需給関係を特に調査する為め渡辺会頭、小秋元特別議員出張した。此年八月から
佐渡商船会社は寺泊と赤泊小木間に定期航路を開始し毎日往復する様になつた。震災後信越線の運輸状況は未曾有
の混雑を来し当地の滞貨救済方陳情（十二月一日）せるに、仙台鉄道局より同十七日付を以て特段の手配を以て郡
山より新津事務所管内へ毎日六十車見当の空車を廻入し輸送方努力の旨回答せられた。
　六月長岡市生産品々評会、九月独逸製品展示会及荷造改良に関する写真展覧会を開催した。
　十一月東京商業会議所書記長服部文四郎氏に米国商業会議所の現状と震災後に於ける東京市に於ける物資需給の
実情に就て講話を請ふた。
大正十三年
　皇太子殿下御結婚につき賀表賀牋を奉呈。
　長岡駅改築に関し渡辺会頭、小秋元特別議員、長岡市長と同行、仙台鉄道局へ出頭、当局へ親しく陳情した。
　電話拡張につき逓信局長へ左の希望を建議した。
　一、長岡ト米沢、山形、福島、鶴岡、酒田、秋田、新庄、青森方面トノ通話区域拡張
　二、長岡ト桐生、足利、伊勢崎方面トノ間通話区域拡張
　三、長岡ト佐渡郡各地トノ間電話開通
　四、長岡、大阪間特別長距離電話ヲ普通長距離ニ改ムルコト
　五、悠久山公園ト市間電話開通
　塩専売官署設置につき重て稟申書提出。魚沼鉄道路線の改良、時刻改正、列車増発の請願を片貝村長其他の希望
に応じ連名提出した。
　陳列所改善に関する委員、二十周年祝賀会委員、北陸商業会議所連合会準備委員を挙げ審査を付託したが、陳列
所に関しては階上を県産染織物陳列に充て時に売出し等を開催すると又た積立金を充用して施設建物の改造を為す
とは本所の新築及敷地問題とも関係あるとなれば其決着を俟つべしとの意見で建物の改造等は暫らく見合すことと
なつた。
　六月新潟県染織物展覧即売会を開催した。羽越線全通したるにより八月東北視察団を組織派遣した。団員二十二
名、視察地は鶴岡、酒田、秋田、能代、土橋、弘前、青森であつた。同月二十日より新潟に於て開催の新潟県実業
団体主催羽越線全通記念博覧会に協賛参画した。久邇宮、東伏見宮両殿下当地に御立寄りに際し議員は停車場に奉
送迎し、会頭副会頭は御旅館に御機嫌を奉伺し御土産品を献上した。長岡市と協同して九月十五日東北各地実業家
八十名を当市に迎へ市商工業者との取引懇談会を開いた。
145
　本所に社団法人北陸無線電話放送所設立事務所を置くことを承認し、当市に尚ほ一ヶ月勘定の行はれざる原因調
査、小樽紹介所への助力、改正取引所法中限月短縮の実施猶予に関する建議を決した。
　能率増進といふことが世間の問題となり、特に商工経済関係の上で注意せらるゝ趨勢に鑑み、明治大学講師井関
十二郎氏を聘し商人の能率増進を主題として講演会を開いた。
　鑑定人推薦、小作調停委員候補者推薦各一件。
Ⅲ．長岡商業会議所の設置・関係機関および内部体制
　『長岡商業会議所設立二十周年記念誌』の38－41ページにかけては、「余録」として、設置・関係機関および内
部体制に関して記述がなされている。ここでは、これらのポイントについて取り上げておくこととしたい。
　長岡鉱業会は、明治29（1896）年の設立で、大正６（1917）年から長岡商業会議所が事務取扱の委託を受けた。
長岡市内外の石油業者約40余名が例会を毎月開催して東山油田からの原油価格を決定し、「我国原油相場の標準」
となっていた。
　付属長岡商品陳列所は、長岡市から大正６年に1,500円、以降毎年500円の補助を受けて施設および内容の充実を進
め、「本所の施設中最も重要」なものとなっていた。
　長岡実業組合連合会は、32組合が加入し、会長は山口健造であった。明治43（1910）年の立ち上げから長岡商業
会議所が事務を取り扱い、大正５年からは毎年補助金を交付した。活動内容は、加入組合間の連携を図り、従業員
の能力向上を推進し、営業税の査定に際しては資料を提供し諮問に回答した。
　長岡実業協会は、会員が180名で、会長は渋谷善作であった。大正２（1913）年に立ち上げられ、長岡商業会議所
が同５年から事務取扱と補助金の交付をおこなった。主に地域振興策について検討がなされ、毎年新潟県実業団体
連合会総会を開催した。
　長岡実業女学校は、明治45（1912）年に、長岡女子技芸講習所（同41年に長岡商業会議所書記長の頼久一郎が中
心となり創設）を改組して設立され、理事長に山田武雄、理事に小秋元三八吉、校長に渋谷善作の長女の優子、教
育顧問に小沢錦十郎（大正10年に校長）が就任した。長岡商業会議所が補助金を交付し校舎は会議所内におかれ
た。大正５年に市内坂之上町１丁目の旧長岡税務署庁舎に移転し、さらに翌６年には会頭の渡辺藤吉の寄付を受け
て校舎を観光院町に新設した。同校は、「商業会議所施設として定款に教育事業を掲ぐるは、蓋し他に類例を見な
い」と教育重視の姿勢を強調している。
　長岡商業会議所内には、５つの同業組合や地域の産官学連携機関の１つである長岡工業協会、社団法人北陸無線
電話放送所創立事務所などがおかれていた。
　内部体制は、大正元（1912）年に書記長に頼から代って宮林元が就任し、書記４名・雇員２名・傭人３名であっ
た。統計書を年１回、報告書を年２回以上、大正14年からは隔月報を発行し、商工人名録等を適宜刊行すると謳っ
ている。庁舎は明治39（1906）年11月から商品陳列所と併設しており、独自の建設は「如何様の形態と設備とを適
当とすべきや、位置如何、資金如何等数年来懸案として攻究を重ねつゝある」と述べている。
Ⅳ．長岡商業会議所管内の諸指標
　『長岡商業会議所設立二十周年記念誌』の巻末には、管内の諸指標の推移を示す図表が掲載されている。紙幅の
都合から全てを紹介することができないので、重要な指標について指摘しておきたい。
　大正13（1924）年時点での会社数・資本金額は、株式会社が53社（鉱業７社・運送倉庫業６社・銀行と織物業が
各４社など）・6,193万9,000円、合資会社が19社・169万5,000円、合名会社が10社・76万1,500円であった。大正３年
の株式会社が17社・2,607万3,000円であり、それぞれ3.1倍・2.4倍に拡大した。また、商業会議所の予算額・有権者数
は大正13年で２万2,588円・699名で、大正３年と比較するとそれぞれ5.1倍・1.4倍に増大した。
　この一方で、大正13年の東山油田での産油量・金額は、９万3,923石・135万2,491円で、明治38年以降でそれぞれ最
高を記録した34万3,177石（明治40年）・346万1,258円（大正８年）と比べると27.4％・39.1％と大幅に下落し、市内
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銀行の貸出金額と織物の生産額は大正８年、織物の生産量は11年をピークに減少が続き、慢性不況の影響をはじめ
経営環境の悪化が進展していたことがわかる。
おわりに
　以上の『長岡商業会議所設立二十周年記念誌』と『長岡市経済沿革史』の記述を併せみることにより、長岡商業
会議所の事業活動の実態の一定程度の把握が可能となろう（５）。
　大正末年から昭和初期以降については、県内はもとより全国の大学等の図書館で『統計年報』や『月報』の所蔵
が部分的ではあるものの確認されている（６）。今後は、これらを収集・調査することにより、石油業から鉄工・機械
業へのリーディング・インダストリーの転換や昭和２年の商工会議所への改組など、長岡地域の産業界や商工会議
所および各種団体の推移・変容および新規立ち上げやそれぞれの主体的な諸活動の実態について、さらなる調査・
研究をすすめていくこととしたい。
（１） 小林寿一は、明治36（1903）年３月21日に新潟県古志郡長岡町草生津（現・長岡市）で生まれ、大正15年３月
に法政大学商科を卒業し、昭和４（1929）年５月に長岡商工会議所に書記として入所した。同18年に新潟県商
工経済会参事・中越支部事務長となった。終戦後の21年10月に長岡商工会議所が改めて発足するにあたり専務
理事・事務局長に就任し（長岡商工会議所『職員略歴書』昭和29年９月、長岡商工会議所所蔵）、30年代にか
けて実務を統括・主導した。この間、昭和37年11月に私家版として発行した『飄々片々』は、20年代から30年
代半ばにかけての長岡地域の産業界や商工会議所の動向を様々な角度から叙述しており、これらの当該期の状
況をふりかえるにあたっては必読の文献といえる。
（２） これら以外には、昭和39年11月に、『長岡商工会議所沿革略史』が刊行されているが、筆者は今のところ未見で
ある。
（３） 『長岡市経済沿革史』には、大正14年５月５日に創立二十周年記念式が挙行されたことは記されているものの（348
－356ページ）、記念誌の発行については全く触れられていない。もとより、その理由は明らかではない。
（４） 前掲『長岡市経済沿革史』にも、商業会議所設立までの経緯がほぼ同一内容で取り上げられている（97－98ペー
ジ）。発起認可申請書に関しては、申請者の住所や営業税・鉱業税および法人の資本金額、議員選挙権および
被選挙権有資格者数、創立費予算なども詳述されている（98－105ページ）。なお、同書の記載も漢字・平仮名
交じりである。
（５） 実業学校や高等工業学校の建設・誘致（「実業学校設立ノ建議」明治38年11月29日、「高等工業学校ヲ長岡市ニ
設置要望ニ関シ意見開申」明治40年２月25日）や信越線の輸送力増強（「小貨欠乏ノ救済ニ関スル陳情」明治
40年８月20日、「信越線牽引力増加ニ関スル申請」同年10月３日、「直通貨物列車運転ニ関スル建議」同年12月
15日、「重ネテ小貨払底ニ関スル陳情」同年12月16日、「貨車配給ニ関スル申請書」明治43年10月、「貨車配給
ニ干スル再申請」同月８日、「貨物配給ニ関スル申請書」明治44年１月、「貨車増給之儀ニ就キ意見開申」大正
元年12月、「信越線鉄道貨物ノ停滞ニ際シ之カ救済方法ニ関スル覚書」大正６年６月、「鉄道貨物輸送ニ関スル
請願」大正８年11月13日など）、鉄道管理官署並びに鉄道工場の新設についての建白（大正11年２月21日）、新
潟県立工業試験場の誘致（「県立工業試験場急設ニ関スル建議書」大正７年３月15日および大正８年12月２日
と大正10年７月８日に再建議）、越後鉄道（現・ＪＲ越後線）が国有化により日本海側幹線が移行することへ
の反対（「裏日本縦貫鉄道幹線一部変更ニ対スル反対請願」大正14年10月19・23日）、電話・電信網の拡充（「新
潟県下名古屋大阪両市間長距離電話架設ニ関スル建議書」明治44年９月23日、「長距離電話改善ニ関スル請願書」
大正３年４月18日）などは、当該期の主要かつ重要な活動である。活動の経緯や成果などは今後の研究課題と
したい。これらの建議・請願・陳情・申請書は、『長岡市経済沿革史』にほぼ掲載されている。このうち、鉄
道に関する諸問題への長岡商業会議所の対応については、さしあたり、拙稿「新潟県・京浜地域間交通史」（鉄
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道史学会『鉄道史学』第21号、平成15年10月）を参照されたい。
（６） 例えば、明治大学図書館には、『統計年報』の大正13年（第20次）から昭和15年（第35次、ただし昭和４・５年
分は欠）、『月報』の第74－87、89－123号（昭和５－17年）、北海道大学図書館には、『統計年報』の昭和２年（第
23次）から４年、６・７、12－14年、『月報』の第57、59－78、80－122号（昭和３－16年）、東京商工会議所
経済資料センターには、『統計年報』の大正４年（第13次）と昭和10－12年、『月報』の第95－117号（昭和10
－15年）、長岡市立中央図書館には、『統計年報』の大正11・14、昭和元・２・10・11年が所蔵されている。
